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人事課 948-6218・ 934-9205

人事行政の運営などの
状況を公表します
地方公務員法に基づき本市の人事行政の運営などの状況の概要を公表します。
詳細は市ホームページをご覧ください。

その他の主な手当

手当名 内容および支給単価 支給実績
（平成28年度決算）

支給職員
１人当たり平均

支給年額
（平成28年度決算）

扶養手当
扶養親族のある職員に支給

（例）配偶者　10,000円
　　子　　　  8,000円

467,215千円 251千円

住居手当 持家居住者　なし
借家居住者　上限27,000円 233,584千円 278千円

通勤手当
【交通用具使用者】
　通勤距離に応じて支給

【交通機関使用者】
　最長6カ月の定期券などの価格を支給

214,860千円 68千円

地域手当 東京事務所などの勤務者に支給 15,213千円 761千円
特殊勤務

手当
著しく危険または不快な業務に従事

（例）災害応急作業等手当 77,584千円 96千円
時間外勤務手当 正規の勤務時間以外に勤務した場合に支給 1,439,269千円 457千円

退職手当
区分 自己都合 定年・早期退職

最高限度額 49.59月分 49.59月分
１人当たり平均支給額（平成28年度） 3,744千円 21,270千円

（注）１．支給率は、平成29年4月1日現在の月数を記載しています
２．退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です

期末手当・勤勉手当
平成28年度
支給割合

期末手当 勤勉手当
2.60月分(1.45月分) 標準1.64月分(0.80月分)

加算措置の
状況

職制上の段階、職務の級などによる加算措置
※役職加算5～20％

（注）（かっこ）内は、再任用職員に係る支給割合です

３．職員の手当の状況

５．職員数の状況（部門別職員数の状況と主な増減理由）
年次別職員数

区分
部門

職員数 対前年
増減数 主な増減理由平成27

年
平成28

年
平成29

年

一般行政
部門

議会 21 21 21 ±0 ―
総務 547 576 576 ±0 ―
税務 144 145 146 1 業務量の増による増員
民生 532 535 543 8 業務量の増による増員
衛生 382 377 365 △12 事務の統廃合縮小による減員
労働 3 3 3 ±0 ―

農林水産 83 84 84 ±0 ―
商工 66 69 71 2 業務量の増による増員
土木 339 345 345 ±0 ―

一般行政部門小計 2,117 2,155 2,154 △1
特別行政部門小計 757 749 737 △12

公営企業等会計部門小計 433 440 443 3
合計 3,307 3,344 3,334 △10

（注）本市の職員数は、これまで事務事業の適正化、民間活力の活用、組織改革に取り組むなどして、定員抑制
に努め、平成28年度当初の人口1,000人当たりの職員数は6.5人と、中核市平均（7.8人）の約8割という
少ない水準を維持しています。また、平成28年4月1日時点の一般行政部門の職員数（2,155人）は、類似
団体（中核市）との比較でもマイナス186人と大幅に下回っています

（各年4月1日現在、単位：人、△はマイナス）

４．特別職の報酬などの状況

退職手当
（算定方式）

市長 副市長
給料月額×52.2/100×在職月数 給料月額×36.25/100×在職月数

市長 副市長 議長 副議長 議員

給料・報酬 1,120,000円
（1,030,400円）

899,000円
（845,060円） 732,000円 654,000円 623,000円

期末手当 給料・報酬の3.25月分
（注）（かっこ）内は、特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例に基づき実施中の市長8%、副市長6%の減

額後の給料を示しています

（平成29年4月1日現在）

２．職員の平均給料月額、初任給などの状況
職員の平均年齢、平均給料月額の状況

区分 一般行政職 技能労務職
平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額

松山市 41.7歳 318,459円 51.3歳 340,979円
国 43.6歳 330,531円 50.6歳 286,833円

（注）「平均給料月額」は、平成29年4月1日現在における職員の基本給を単純平均したものです

（平成29年4月1日現在）

職員の初任給の状況
区分 松山市 愛媛県 国

一般行政職 大学卒 181,000円 182,290円 総合職　181,200円
一般職　178,200円

高校卒 148,300円 148,863円 一般職　146,100円

消防職 大学卒 196,000円
高校卒 164,200円

（平成29年4月1日現在）

７．その他

　勤務条件に関する措置の要求、不利益処分に関する審査請求ともにありませんでした。
公平委員会の業務の状況（平成28年度）

福利厚生制度に係る負担状況（平成28年度）

共済組合への負担金 愛媛県市町村職員共済組合 3,953,514千円
公立学校共済組合愛媛県支部 84,494千円

松山市職員共済会への負担金 26,820千円

　分限処分は、心身の故障による休職処分３１人でした。また懲戒処分は、停職１人、
戒告３人でした。

分限処分および懲戒処分の状況（平成28年度）

６．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

人事評価の昇給への反映（行政職）
勤務成績 特に良好 良好（標準） やや良好でない 良好でない

昇給幅 6 号給
※ 1 号給

4 号給
（管理職）3 号給

※昇給なし
2 号給

※昇給なし 昇給なし

※は55歳以上の職員に適用する

年次有給休暇（平成28年１月１日～12月31日）
平均取得日数　12.3日

勤務時間
1週間の
勤務時間

1日の
勤務時間 始業 終業 休憩時間 週休日

38時間45分 7時間45分 8時30分 17時15分 1時間 土・日曜日
（注）勤務場所によっては始業、終業、週休日が異なる場合があります

育児休業などの取得状況
区分 男性 女性 合計

育児休業取得者数 6（6） 82（28） 88（34）
育児短時間勤務者数 0（0） 4　（1） 4　（1）
部分休業取得者数 0（0） 10　（8） 10　（8）

（注）（かっこ）内は、新規取得者です

（平成28年度　単位：人）

人事評価の勤勉手当への反映（行政職）
勤務成績 優秀 良好（標準） 良好でない
成績率 94.0 ／ 100 82.0 ／ 100 82.0 ／ 100 未満

（平成29年6月期）

１．総括
人件費の状況（普通会計決算）

歳出額（A） 実質収支 人件費（B） 人件費率
（B/A）

（参考）27年度の
人件費率

184,226,763千円 2,755,019千円 26,294,677千円 14.3％ 14.0％
（注）１．「地方財政状況調査」の区分による普通会計決算です

２ ．人件費には、特別職の給与、共済組合負担金、災害補償費などを含みます

（平成28年度）

職員給与費の状況（普通会計決算）

職員数
（A）

給与費 1人当たり
給与費

（B/A）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）
2,891人 10,957,109千円 2,512,052千円 4,163,996千円 17,633,157千円 6,099千円

（注）１．職員手当には退職手当を含みません
２．職員数は、平成29年4月1日現在の人数です

（平成28年度）

ラスパイレス指数の状況
松山市 中核市平均 全国市平均

平成28年4月 99.7 100.5 99.1
（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給

与水準を100とした場合の地方公務員の
給与水準を示す指数です

（平成28年4月1日現在）


